
【調査票の単線化】
学校調査票を廃止したとしても、学校から保護者に対する「学校納付金等の額についての情報提供」の実施を
残すのであれば、学校の負担軽減は達成されないのではないか？

（現行：学校納付金等の回答プロセス）
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学年（調査対象学級）
ごとに学校調査票を
作成

学級全員分（在籍35人なら35人分）
の学校納付金合計額を回答
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◆全員の学校納付金等の状況（授業
料や給食費等の減免等状況、児童生徒ごと
に異なる経費額（修学旅行の参加コース等）

を含む）を把握し、合計額に反映させ
る必要

◆合算合計額の計算、調査票記入

◆学校納付金等の徴収・管理を学校
外（設置者）で行っている場合、学校
から設置者へ問い合わせる必要
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回収
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矛盾点・疑問の照会 矛盾点・疑問の照会

◆同時に保護者調査票(第3回提出
分)の提出があり、事務が輻輳

■主に「学級全員分の合算合計額」記
入の不理解により、学校調査票提出後
に都道府県・文科省が確認、誤りを発
見し、疑義照会するものが多発
（28年度調査では、文科省から都道府県を
通じ疑義照会した件数は計139件）

学校設置者

（調査票の単線化後：学校納付金等の回答プロセス）
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回収回収 保護者

学校納付金等の額に
ついての情報提供

それぞれの家庭ごとの額を個別に提示する必要は無く、
規定・標準の額、及び各家庭で状況に応じ判断すべき部
分（（授業料や給食費等の減免等状況、児童生徒ごとに異なる
経費額（修学旅行の参加コース等））の注意を行うことで良い。
※学年ごとにプリント１枚程度を調査対象保護者に配布

保護者の調査票回答量は学校納付金等
の分だけ増加するが、代わりに
・学校外活動費の調査項目を削減
（13→９項目に減少×３回）
・オンライン調査導入による回答容易化
等を実行し、総合的に負担軽減を達成
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オンライン調査では、回答送信時にロジック
チェックを設けることにより、入力誤りや矛盾
点をアラート表示し、事前に修正を促すこと
ができる

現行プロセスにおける「◆」印業務が全て解消することにより、調査票単線化による学校の負担軽減効果は期待できると言える。
また、オンライン調査導入と一体的に実施することで、学校や都道府県の審査事務（「■」印）の大幅縮減も達成できる。
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